












































































































































































































































































































































































B 銀行 本社営業部（2020 年 1 月 14 日）：代読・
代筆規定はあるが、家族同伴の場合に代読・代筆
サービス対応をする。






























































































































































































・雑誌「出版ニュース」2016 年 6 月上旬号：障害者差別解消法と読書権
・フジテレビ系列全国ネット「クイズやさしいね」2016 月 6 月：大活字本専門書店紹介等
・TBS ラジオ全国ネット「壇れい 今日の１ページ」2017 年３月３日：大活字本について
・朝日新聞「天声人語」2017 年３月７日：現代社会における大活字本の必要性
なってきている。
　また、今年度中に障害者差別解消法の改定が予
定されている。主な改定内容としては、行政機関
だけに限られていた合理的的配慮の法的義務が民
間事業者にも適用される予定である。金融機関は
民間事業者として今までは合理的配慮の提供は努
力義務であったが、法改正後は法的義務になるこ
とが想定されている。法改正後は、高齢者や障害
者などの読み書きに困難がある人にも、一般利用
者と平等な情報提供や、代読代筆サービスが求め
られた場合には対応を断ることが原則禁止とな
る。法的義務となることで、一般利用者と平等な
対応とサービス提供が原則となるため、金融庁監
督指針の改定や障害者差別解消法の金融庁ガイド
ラインの改定作業も必要となる。日本語は世界で
一番難しい言語であるから、少子高齢化が加速し
ていく中で、読み書きが困難な高齢者や障害者が
平等に正しい情報を得られる社会づくりを今こそ
しっかり体制整備していくことが必要不可欠とな
る。公的機関である金融機関が高齢者・障害者へ
の点字・音声・大活字等での情報保障や代読代筆
技能習得を目的とする研修実施を行うための予算
を、国が補助していくことなどが、日本社会全体
として共生社会を実現するために必要な行政施策
となる。
　世界一の高齢化社会の日本において、点字・音
声・大活字等での情報提供や読み書き ( 代読・代
筆 ) 情報支援サービスは、金融機関等の公的機関
においては、一般的で標準的サービスと位置づけ
されることが望ましい。
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